
 

 

 

第 4章 

 

施策 2 基本事業 1 

 



年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度

総合計画体系

那珂市補助金等交付規則に基づき、市文化協会及び市PTA連
絡協議会に補助金を交付する。

文化振興事業・講座・文化
祭への参加者数

3600.

社会教育の振興を図るため、各団体の自発的な活動を推進し、活
動費を助成する。

3865.

人

補助団体数

・文化協会及び会員の資質の向上による芸術文化の
振興と市民の生涯学習の推進
・単位PTA相互の連絡・協力によりPTA活動を充実さ
せ、市教育の振興発展に寄与する

実施計画
対象事業

0.

500.

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

0.

1.市PTA連絡協議会事業数 1. 1. 1. 1.

文化協会の自立化について、一定の理解を得られている。

文化協会全体で高齢化が進み、高齢を理由に脱退する会員もいるが、新規加入者もあり、会員数
は横ばいである。

人

0. 0. 0. 0.

・市文化協会
・市ＰＴＡ連絡協議会

・補助金交付申請の受付
・補助金の交付

予算科目 根拠法令

2. 2. 2. 2.

（実績） （見込） （計画） （計画）

年度

千円

団体

補助金交付額（市PTA連絡
協議会）

千円

事務事業評価シート

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

（実績）

令和 6

0. 0. 0. 0.

事業

文化協会加入数 537.

一般会計

3865.

0. 0. 0. 0.

0.

500. 500. 500. 500.

0.

2.

・文化に対する認識と創造性の啓発により文化の振興を図るため。
・各単位PTAの連携や調整など、自発的な活動への推進が必要となったため。

3409. 3615. 3600. 3600.

2878. 3865.
補助金交付額（市文化協
会）

558. 549. 537. 537.

3865.

■

事業期間

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

0. 0. 0. 0.

財
源
内
訳

事
業
費

8,970 8,970
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

投入量(A)+(B) 千円 7,292 8,970 8,970
4,605       0.77人 4,605       0.77人 4,605       0.77人人 件 費 計 (B) 千円 3,914       0.77人 4,605       0.77人

4,365 0
事 業 費 計 (A) 千円 3,378 4,365 4,365 4,365 4,365 0

一 般 財 源 千円 3,378 4,365 4,365 4,365

0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0

0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

（2）投入量の推移 単位 05年度（実績） 06年度（実績） 07年度（見込） 08年度（計画） 09年度（計画） 総事業費

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】

１　現状把握の部（DOシート）

05年度 06年度 07年度 08年度 09年度

単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～

款 項 目 事業名

09 05 01 各種団体補助事業

施策の大綱（施策名） 第４章 未来を担う人と文化を育むまちづくり

施策名 2 未来を担う青少年の健全育成を図る

基本事業名 1 地域で育てる体制の充実

事務事業名 各種団体補助事業 事業類型 活動支援

担当部課G等 教育委員会　生涯学習課 社会教育グループ 記入者氏名

作成日 令和 7 5 26
点検日



(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

・文化協会は市民組織であるが、市全体の芸術文化の振興を図るために、市の関与は妥当であ
る。
・各単位PTAの自発的な活動を推進するため、市の関与は妥当である。

改革・改善による期待成果

文化協会への加入促進を図るため、事業開催時におけるチラシ配布、各種講座の参加者に対する丁寧な指導・活動内容の説明のほかホーム
ページやSNS等を利用した情報発信を行っていく。

文化協会への加入促進を図るため、事業開催時にチラシ配布、各種講座の参加者に対し、丁寧な
指導・活動内容の説明、ホームページやSNS等を利用した情報発信を行っていく。

幅広い年齢層のかたに興味を持ってもらえるよう、各種講座・イベント開催時の来場者に対し加入
促進を図っていく。

各種講座の参加者に対し、丁寧な指導・活動内
容の説明を行い、文化協会に入会したかたがい
る。また、新規の団体登録もあった。

⑤

成
果

●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

文化協会については、事業によっては入場料を徴収しており、また各種講座においてもテキスト代
など実費徴収し、いずれも適切に処理しているため適正である。
PTA連絡協議会については、受益者負担を求める事業ではない。

生涯を通して行うことができる趣味や楽しみの場を提供することは、生きがいづくりや仲間づくりなど人生を豊
かにするものであり、生涯学習の推進のため必要な事業であることから、統廃合及び廃止・休止の可能性はな
い。PTA連絡協議会を補助することは、各単位PTAの活動促進のため必要な事業であることから、統廃合及び
廃止・休止の可能性はない。

□

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

向上 ○
維持

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト
削減 維持 増加

適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

受益者負担の適正余地

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

文化協会及びPTA連絡協議会について、事業に関する諸経費等、適切に補助していることから事
業費削減の余地はない。人件費について、各部会や協議会へ運営指導などを適宜行っており、適
切であることから人件費削減の余地はない。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価)

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

令和　５年度

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

（前回評価結果を踏まえて見直した内容）
0 千円)

0 千円)

（4）前回（ ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み



 

 

 

第 4章 

 

施策 2 基本事業 2 

 



年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度

総合計画体系

当該年及び次年の式典対象者代表により実行委員会を組織し
て計画の立案や二十歳の集い式典の運営を行う。市は、実行
委員会をサポートしながら、式典において門出を祝う。

0.

当該年に２０歳となるかた及び市関係者が一堂に会し、二十歳の集い式典を開
催し、門出を祝う。
【会場】
平成２２年度以前　　　　　センチュリ－那珂
平成２３年度　　　　　　　市中央公民館
平成２４年度～令和４年度　那珂総合公園
令和５年度　　　　　　　　市中央公民館
令和６年度　　　　　　　　那珂総合公園

920.

式典対象者数

20歳になるかたに社会人としての自覚を持ってもら
い、市民としてまちづくりに参加する意識を高める。

実施計画
対象事業

0.

7.

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

0.

0.0. 0. 0. 0.

成年年齢引き下げ後も20歳になるかたを対象に式典を開催することについては、市民にも定着し
ている。

民法改正により令和4年4月1日から成年年齢が18歳に引き下げられたが、引き続き20歳になるか
たを対象に式典を開催することとし、式典名を「成人式」から「二十歳の集い」に変更した。

％

0. 0. 0. 0.

当該年度に20歳になるかた

・実行委員の募集
・実行委員会の開催
・式典の開催

予算科目 根拠法令

525. 537. 530. 530.

（実績） （見込） （計画） （計画）

年度

回

人

実行委員会開催数

通

事務事業評価シート

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

（実績）

令和 6

0. 0. 0. 0.

式典に参加した割合 78.

一般会計

920.

0. 0. 0. 0.

0.

7. 7. 7. 7.

0.

530.

国民的な行事であり、20歳となるかたの健やかな心身の成長と社会人としての門出を祝福するた
め実施することとなった。

0. 0. 0. 0.

924. 921.
実行委員募集通知の発送
件数（次年度対象者含）

77.9 78.21 78. 78.

920.

■

事業期間

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

0. 0. 0. 0.

財
源
内
訳

事
業
費

7,669 7,669
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

投入量(A)+(B) 千円 6,375 7,412 7,669
4,596       0.77人 4,596       0.77人 4,596       0.77人人 件 費 計 (B) 千円 4,380       0.77人 4,596       0.77人

3,073 0
事 業 費 計 (A) 千円 1,995 2,816 3,073 3,073 3,073 0

一 般 財 源 千円 1,995 2,816 3,073 3,073

0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0

0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

（2）投入量の推移 単位 05年度（実績） 06年度（実績） 07年度（見込） 08年度（計画） 09年度（計画） 総事業費

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】

１　現状把握の部（DOシート）

05年度 06年度 07年度 08年度 09年度

単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～

款 項 目 事業名

09 05 01 二十歳の集い開催事業

施策の大綱（施策名） 第４章 未来を担う人と文化を育むまちづくり

施策名 2 未来を担う青少年の健全育成を図る

基本事業名 2 健全育成の推進

事務事業名 二十歳の集い開催事業 事業類型 式典の開催

担当部課G等 教育委員会　生涯学習課 社会教育グループ 記入者氏名

作成日 令和 7 5 26
点検日



(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

□ 見直し ■ 反映なし

■ 現状維持

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

まちを活性化し、若い世代の定住を促す取組みは重要であるとともに、二十歳の集い式典は成人
としての自覚を促す側面もあることから、市の関与は妥当である。

改革・改善による期待成果

コロナ禍以前の平均出席率77.01％（令和元年度から過去5年間）と令和5年度77.90％、令和6年度
78.21％の実績から、今後も同程度の出席率と見込むため、大幅に出席者が増加する可能性は低
い。

⑤

成
果

●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

事業主旨から受益者負担を求める事業ではない。

他に類似する事業はなく、事業の趣旨を踏まえると統廃合及び廃止・休止の可能性はない。

□

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

向上
維持 ○

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト
削減 維持 増加

適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

受益者負担の適正余地

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

事業費は必要最低限を計上している。また、人件費についても二十歳の集い実行委員会が企画・
運営をしているため、削減の余地はない。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価)

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

令和　５年度

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

（前回評価結果を踏まえて見直した内容）
0 千円)

0 千円)

（4）前回（ ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み



年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 6 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 7 5 26
点検日

事務事業名 ふるさと教室開設事業 事業類型 各種教室の開催

担当部課G等 教育委員会　生涯学習課 社会教育グループ 記入者氏名

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第４章 未来を担う人と文化を育むまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 2 未来を担う青少年の健全育成を図る

基本事業名 2 健全育成の推進

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令
09 05 03 ふるさと教室開設事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
ふるさとを愛する活力ある青少年を育てるため、市内外の歴史や
自然について学び、対比することでふるさとのよさを再認識し、学
校や学年の違う友だちとの交流を通して社会性を養う機会を提供
する。
教室開催にあたっては、特別支援学校在籍児童への参加促進も
図る。

様々な体験メニューによる教室を編成し運営する。

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

05年度 06年度 07年度 08年度 09年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

ふるさと教室対象：小学5・6年生
市内在住　小学5・6年生 人 889. 847.

0. 0. 0. 0.

4. 4. 4. 4.

860. 860. 860.

0.

4. 4. 4. 4.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

創作活動や野外活動を取り入れた体験活動教室の
開設 教室開催延べ回数（市内） 回 4.

4.

0. 0. 0. 0. 0.

教室開催延べ回数（市外） 回

300. 300.

0. 0. 0. 0.

70. 70.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

多くの体験を通して、郷土の歴史や自然について学
ぶことにより、ふるさとを愛する心を育てる。また、学
校や学年の違う友達との交流を通して社会性を養う
ことで、活力ある青少年を育てる。

教室に参加した延べ人数 人 267. 270.

98.2 91. 95. 95.

300.

教室に参加した実人数 人 68. 68. 70.

95.

友達と協力して参加できた
人数

％ 96.5 85. 90. 90. 90.

教室に楽しく参加できた人
数

％

（2）投入量の推移 単位 05年度（実績） 06年度（実績） 07年度（見込） 08年度（計画） 09年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 441 659 914 914 914 0

事 業 費 計 (A) 千円 441 659 914 914 914 0
人 件 費 計 (B) 千円 4,155       1.18人 5,208       1.18人 5,208       1.18人 5,208       1.18人 5,208       1.18人

投入量(A)+(B) 千円 4,596 5,867 6,122 6,122 6,122
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 子どもたちが日頃できない体験学習の場を提供することにより、社会性に富んだ活力ある健全な

青少年の育成が必要となったため。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

地域コミュニティの活力低下、スマートフォンの普及やSNS等、情報化の進展などにより生活や社
会における実体験不足の懸念がある。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

「毎回楽しみに参加しているので、今後も楽しいプログラムを期待している。」等、参加した子どもや
保護者から感想が寄せられている。



(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　５年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
参加者アンケート等の結果をふまえ、プログラ
ムを作成・実施した。

0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

事業の趣旨であるふるさとの良さを認識し、子どもたちの社会性を養うことは、市の将来を担う人
材の育成につながり、市が行うことは妥当である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

参加者が学びながら「楽しく」「友だちと協力できる」内容となるようなプログラムの検討を引き続き
行っていく。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

他に類似する事業はなく、青少年の健全育成には必要な事業であるため、統廃合及び廃止・休止
の可能性はない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

参加者には受益者負担があり、事業費は講師謝礼や事業に必要な消耗品、バス借上料など必要
最低限の費用で実施している。また、人件費についても高校生会によるボランティアを活用するな
どして削減に努めており、更なる削減の余地はない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

施設使用料や材料費などの実費や保険料については、受益者負担としており、適正である。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
参加者アンケート等の結果をふまえながら、参加者がより楽しみながら学ぶことができるプログラム
の検討を行う。 コスト

削減 維持 増加

成
果

向上 ○
維持
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

参加者アンケート等の結果をふまえ、参加者がより楽しみながら学ぶことができるようプログラムを検証し、必要により見直しを行う。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□



年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 6 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 7 5 26
点検日

事務事業名 各種団体補助事業 事業類型 活動支援

担当部課G等 教育委員会　生涯学習課 社会教育グループ 記入者氏名

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第４章 未来を担う人と文化を育むまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 2 未来を担う青少年の健全育成を図る

基本事業名 2 健全育成の推進

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令
09 05 03 各種団体補助事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
那珂市補助金等交付規則に基づき、青少年那珂市民会議及び那
珂市子ども会育成連合会に補助金を交付する。

那珂市補助金等交付規則に基づき、青少年那珂市民会議及
び市子ども会育成連合会に補助金を交付する。

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

05年度 06年度 07年度 08年度 09年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

・青少年育成那珂市民会議
・市子ども会育成連合会 補助団体数 団体 2. 2.

0. 0. 0. 0.

820. 820. 820. 820.

2. 2. 2.

0.

300. 300. 300. 300.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

・補助金交付申請の受付
・補助金の交付

補助金交付額（青少年育成
那珂市民会議）

千円 809.

300.

0. 0. 0. 0. 0.

補助金交付額（市子ども会
育成連合会）

千円

3. 3.

0. 0. 0. 0.

590. 590.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

各青少年育成団体の活動を支援し、事業を通じて、
・会員相互の連携による青少年健全育成を推進する
こと。
・親や市民の青少年健全育成に対する理解と関心を
高めること。

開催事業数（市子ども会育
成連合会）

回 5. 3.

3. 3. 3. 3.

3.

子ども会加入者数（青少年） 人 760. 590. 590.

3.

３大大会参加者数（青少年
育成那珂市民会議）

人 469. 436. 436. 436. 436.

開催事業数（青少年育成那
珂市民会議）

回

（2）投入量の推移 単位 05年度（実績） 06年度（実績） 07年度（見込） 08年度（計画） 09年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 1,109 1,120 1,120 1,120 1,120 0

事 業 費 計 (A) 千円 1,109 1,120 1,120 1,120 1,120 0
人 件 費 計 (B) 千円 7,039       1.39人 7,636       1.39人 7,636       1.39人 7,636       1.39人 7,636       1.39人

投入量(A)+(B) 千円 8,148 8,756 8,756 8,756 8,756
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 本市の青少年の健全育成を図るためには、各青少年育成団体を支援し、青少年育成活動につい

て、親や市民に理解を広めることが必要となった。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

子ども会加入率は年々減少傾向にあるが、会の再編により子ども会の存続や加入促進を目指す
動きもある。市民会議事業は、会員の声を活かした事業展開を取り組んでいる。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

子ども会事業に参加した保護者からは「子どもの笑顔や一生懸命に取組む姿が見られた」「親子で
よい経験ができた」などの感想が寄せられ、参加児童からも「また参加したい」と感想があった。



(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　５年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
青少年育成那珂市民会議及び市子ども会育成
連合会に補助金を交付し、青少年健全育成の
推進を図った。

0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

青少年育成那珂市民会議及び市子ども会育成連合会への補助は、青少年健全育成の推進につ
ながるため、市の関与は妥当である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

補助金を交付することで各青少年育成団体の活動を支援し、青少年健全育成の推進を図る。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

他に類似する事業はなく、青少年健全育成のためには、統廃合及び廃止・休止の可能性はない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

青少年育成那珂市民会議及び市子ども会育成連合会の会員で事業を行っており、活動について
はボランティアである。また、市としては最低限の補助と支援を行っており、事業費及び人件費に
ついて削減の余地はない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

各青少年育成団体に対して適正に補助金を交付する事業であり、受益者負担を求める事業では
ない。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
青少年育成那珂市民会議による三大大会やあいさつ・声かけ運動、市子ども会育成連合会による
親子の集いや親睦競技大会等の活動を支援するため補助金を交付し、青少年健全育成の推進を
図る。

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上 ○
維持
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

青少年育成那珂市民会議による三大大会やあいさつ・声かけ運動、市子ども会育成連合会による親子の集いや親睦競技大会等の活動を支援
するため補助金を交付し、青少年健全育成の推進を図る。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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施策 2 基本事業 3 

 



年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度

総合計画体系

・菅谷保育所、ひまわり幼稚園において家庭教育学級の開設
・市学習会の開催
・市訪問型家庭教育支援員が小学１年生の保護者を対象に家
庭訪問し、必要な支援を行う。

学級講座に参加した保幼保
護者の延べ人数

200.

菅谷保育所及びひまわり幼稚園の保護者を対象に家庭教育学級を開設。
また、市学習会を開催し、家庭教育の正しい理解を持つための学習機会を
設ける。
保護者の困り感や不安を解消し、安心して家庭教育を行うことができる支
援体制を構築するため、地域人材を活用した市訪問型家庭教育支援員が
小学1年生の子を持つ全家庭を訪問し、保護者への支援を通して子どもた
ちの健やかな成長を支えていく。

2.

人

市立保育所、幼稚園、小中
学校在籍中の保護者

安心して家庭教育を行うことができるよう、保護者へ
の支援や学習する機会の提供を通して子どもたちの
健やかな成長を支えていく。

実施計画
対象事業

0.

那珂市訪問型家庭教育支援員設置要綱、那
珂市訪問型家庭教育支援推進協議会設置要
綱

軒

11.

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

47.4

462.
市学習会に参加した保護者
の延べ人数

544. 462. 462. 462.

％

訪問型家庭教育支援は「話をして気持ちが楽になった」「今後も継続して事業を行ってほしい」とい
う好意的な意見のほか、「何をやっているのか分からない」「希望制でもいいのでは」という意見も
あった。

家庭教育学級は、保幼小中で開設していたが、保護者及び一部の教員の意見から、令和6年度よ
り保幼のみ開設することとした。
仕事や様々な理由により市学習会へ参加する保護者が減少している。

小学1年生の保護者との対
面率

回

0. 409. 404. 404.

菅谷保育所、ひまわり幼稚園、小学校、中学校在学
中の保護者

・菅谷保育所、ひまわり幼稚園に家庭教育学級を設
置
・市学習会の開催
・訪問型家庭教育支援員による小学1年生の子を持
つ全家庭を訪問

小学1年生の保護者への訪
問軒数

予算科目 根拠法令

4070. 4054. 3990. 3990.

（実績） （見込） （計画） （計画）

年度

回

人

人

市学習会の開催回数

学級

事務事業評価シート

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

（実績）

令和 6

0. 47.4 47.4 47.4

人

学級講座の開催回数 6.

一般会計

2.

0. 0. 0. 0.

404.

12. 12. 11. 11.

0.

3990.

核家族化が広まり、親の子育てに対する不安をなくす必要が出てきた。

160. 350. 200. 200.

16. 2.家庭教育学級開設数

8. 7. 6. 6.

2.

■

事業期間

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

0. 0. 0. 0.

財
源
内
訳

事
業
費

5,857 5,857
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

投入量(A)+(B) 千円 4,410 5,784 5,857
4,788       0.68人 4,788       0.68人 4,788       0.68人人 件 費 計 (B) 千円 4,410       0.63人 4,788       0.68人

557 0
事 業 費 計 (A) 千円 0 996 1,069 1,069 1,069 0

一 般 財 源 千円 0 493 557 557

0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0

0 0
県 支 出 金 千円 0 503 512 512 512 0
国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

（2）投入量の推移 単位 05年度（実績） 06年度（実績） 07年度（見込） 08年度（計画） 09年度（計画） 総事業費

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】

１　現状把握の部（DOシート）

05年度 06年度 07年度 08年度 09年度

単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～

款 項 目 事業名

09 05 01 家庭教育支援事業

施策の大綱（施策名） 第４章 未来を担う人と文化を育むまちづくり

施策名 2 未来を担う青少年の健全育成を図る

基本事業名 3 地域や家庭の教育力の向上

事務事業名 家庭教育支援事業 事業類型 相談業務

担当部課G等 教育委員会　生涯学習課 社会教育グループ 記入者氏名 萩野谷　裕子

作成日 令和 7 5 26
点検日



(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

□ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

家庭を取り巻く環境が変化する中、地域社会で全ての保護者が安心して家庭教育を行うことがで
きるよう、市が子育てや家庭教育に関する相談にのったり、学習の機会を提供することが必要であ
り、事業を行うことは妥当である。

改革・改善による期待成果

市学習会はこれまでの形式の開催にこだわらず、保護者が参加しやすい方法での開催を検討する。
訪問型家庭教育支援については、保護者の事業への理解を深めてもらうため、周知方法を改善していく。

市学習会はこれまでの形式の開催にこだわらず、保護者が参加しやすい方法での開催を検討す
る。
訪問型家庭教育支援については、保護者の事業への理解を深めてもらうため、周知方法を改善し
ていく。

仕事や様々な理由により市学習会へ参加する保護者が減少しているため、開催方法等の見直し
をする必要がある。
訪問型家庭教育支援については、保護者の事業への理解を深めてもらうため、周知方法を改善し
ていく必要がある。

新規評価対象

⑤

成
果

●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

市補助金は事業全体に係る経費として支出しており、各学級に係る経費は個人負担で行ってい
る。

他に類似する事業はなく、現在の核家族化・共働き家庭といった社会の中では、家庭教育は重要
であり、統廃合及び廃止・休止の可能性はない。

□

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

向上 ○
維持

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト
削減 維持 増加

適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

受益者負担の適正余地

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

事業費については、県補助金の交付を受け、最低限の費用で運営している。また、人件費につい
ても最小限となるよう実施しているため削減の余地はない。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価)

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

（前回評価結果を踏まえて見直した内容）
0 千円)

0 千円)

（4）前回（ ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
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